
【国立環境研究所一般公開 「春の環境講座」 を開催しました （報告は次号）】

●就任のご挨拶                                                                                                                                                        2

●持続と変化                                                                                                           3

●第 6 回 GEOSS アジア太平洋シンポジウム参加報告

　－アジア太平洋地域における地球観測、さらなる連携を目指して－                                                                                 4

●最近の研究成果                                                                                                                                                                    6

●気候変動リスク情報創生プログラム平成 24 年度公開シンポジウムの結果について（報告）                                    7

●地球温暖化への緩和 ・ 適応とレジリエンスを考えた都市発展は可能か ：

　GCP国際ワークショップ報告                                                                                                                                                9

●オフィス活動紹介－地球温暖化観測推進事務局 （OCCCO） －

　○地球温暖化観測に関する専門的事項を検討するワーキンググループの活動について                                              12

●最近の研究成果                                                                                                                                                                  13

●アクセスランキング                                                                                                                                                                14

V o l .  24　 N o .2
2013年（平成25年）  5月号 （通巻第270号）



－ 2 － － 3 －

地球環境研究センターニュース　Vol.24　No.2（2013年5月）

　地球環境研究センター

は、国立環境研究所の中

に 1990 年 に 発 足 し、 地

球環境問題を中心とする

課題に対して、先進的な

地球環境モニタリング事

業や研究の総合化を推進

するべく活動を続けてい

ます。2001 年度以降は、

地球温暖化研究プログラムの開始により、グロー

バルな観測に加え、組織的にも温暖化の影響や対

策に関する研究者を集めて、地球温暖化問題に総

合的に取り組んでまいりました。その間、観測に

関しては温室効果ガスの地上観測局が設置 20 年を

迎え、二酸化炭素をはじめとする温室効果ガスの

長期的観測を順調に実施してきました。また温室

効果ガス観測技術衛星「いぶき」（GOSAT）の打

ち上げに成功し、宇宙から地球全体の二酸化炭素

を見るという規模の大きな観測も始まっています。

一方、京都議定書の第一約束期間後の世界的な動

きの中で、より一層低炭素社会にむけた日本のあ

り方に対する関心が増加しました。

　2011 年度からは 5 年間の第 3 期中期計画の下、「地

球環境の現況の把握とその変動要因の解明、それ

に基づく地球環境変動の将来予測及び地球環境変

動に伴う影響リスクの評価、並びに地球環境保全

のための対策に関する調査・研究を実施する」と

いう観点から幅広い研究活動やモニタリング事業

を行っています。地球温暖化の影響評価や適応策・

緩和策、低炭素社会づくりなどに関しては、社会

環境システム研究センターとの連携を図りつつ実

施しています。また基礎研究から課題対応型研究

までを一体的に推進するために、経常的基礎研究

やセンター内でのプロジェクト研究にも積極的に

取り組み、現実的な課題対応のための国内・国際

的事務局機能もあわせもちながら、複合的な研究

活動を行っていくこと目指しています。今年度は

中期計画の 3 年目を迎えて、より一層充実した研

究が行えるようにセンター一丸となって努力して

いく所存です。

　地球環境研究センターは、地球環境問題に関す

る研究の一層の推進やその成果の発信を充実させ、

環境政策の根拠となる科学的知見を提供すること

によって社会の要請に応えられるよう、これから

も活動を展開してまいります。 今後とも、皆様の

ご支援、ご協力をよろしくお願い申し上げます。

就任のご挨拶

　　　　　　　　　　地球環境研究センター長　　向井 人史

　　　　　　　　　　社会環境システム研究センター　持続可能社会システム研究室長　　亀山 康子
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　地球規模の環境変化を

理解し予測するための研

究 は、 過 去 20 年 余 り の

間に大きな変化を遂げま

し た。1987 年 に、 国 際

科 学 会 議（International 

Council for Science: ICSU）

の提唱により地球圏－生

物 圏 国 際 協 同 研 究 計 画

（International Geosphere-Biosphere Programme: IGBP）

が始まり、地球というシステムを制御する物理・

化学・生物プロセスを解明し、将来予測を可能に

するための数多くの国際共同研究が進展しまし

た。1988 年には気候変動に関する政府間パネル

（Intergovernmental Panel on Climate Change: IPCC）

が設立され、人為起源による地球の気候変化とそ

の影響、それに対する適応・緩和策について科学的、

技術的、社会経済学的な見地からの包括的な評価

を行う取り組みが始まりました。

　そして今、これまで地球環境分野をリードしてき

た四つの大きな国際研究計画（注 1）を統合し、10

年の新しいイニシアティブ「Future Earth: Research 

for global sustainability（未来の地球 : 地球規模の持

続可能性についての研究）」を開始する準備が進め

られています。Future Earth のめざす方向とその特

徴は、地球環境の持続可能性を向上するための研

究を自然科学と社会科学の全面的な統合に基づい

て行うこと、先進国中心の科学の発展だけではなく、

地球規模での人材養成や地域の問題解決を重視す

ること、そのために、研究者のみならず政策担当者

や利害関係者が研究立案に参加することなどです。

　新しい方向に歩みだそうとする時、私たちは、

この先に何が待っているのか、これまでに蓄積し

てきたものが失われるのではないかと不安になる

ものです。しかし、そうした時はふと立ち止まり、

過去に歩んできた道を振り返れば、国内外の先輩

たちや私たち自身がこれまでにも変化を恐れず新

しい研究に挑戦し続けてきたこと、現実の問題を

解決するために考え方や価値観の異なる人たちと

意思疎通をはかり、解決策を見出してきたことな

どを思い出すことができるでしょう。

　ただし意味のある変化は常に困難を伴うもので、

それに対応するための工夫は必要になるでしょう。

例えば地球環境モニタリングのように 50 年 100 年

と継続してはじめて真価が表れるような研究につ

いては、イニシアティブが変わろうと社会が変わ

ろうと、変えてはいけない根幹部分を残し、変え

ることのできる部分を自ら変え、新たなニーズに

常に対応し続ける工夫が必要でしょう。また、自

然科学と社会科学の全面的な連携をめざすとき、

最初は互いの価値観の違いに困惑し、ブレーキを

踏まれるような違和感に悩まされるかもしれませ

ん。しかしその感覚を一人ひとりがしっかりと体

験してはじめて、相手の必要とする研究を自分の

技術や知見を駆使して行うといった、個人の中で

の分野間連携が成立し、それがコミュニティとし

ての連携の基礎になるように思います。

　目の前にある変化の、その先にあるものを一緒

に追求しましょう。

--------------------------------------------------------------------

（注 1）四つの国際研究計画

地 球 圏 － 生 物 圏 国 際 協 同 研 究 計 画（International 

Geosphere-Biosphere Programme：IGBP）

地球環境変化の人間社会側面に関する国際研究計画

（International Human Dimension Programme on Global 

Environmental Change：IHDP）

生物多様性科学国際協同計画（International Programme 

on Biodiversity Science：DIVERSITAS）

世界気候研究計画（World Climate Research Programme：

WCRP）

持続と変化

　　　　　　　　　　地球環境研究センター　副センター長　　三枝 信子

　　　　　　　　　　社会環境システム研究センター　持続可能社会システム研究室長　　亀山 康子
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第６回GEOSSアジア太平洋シンポジウム参加報告
－アジア太平洋地域における地球観測、さらなる連携を目指して－

　　　　　　　　　　地球環境研究センター陸域モニタリング推進室　高度技能専門員　　田中 佐和子
　　　　　　　　　　地球環境研究センター　副センター長　　三 枝  信 子

1. はじめに
　全球地球観測システム（Global Earth Observation 

System of Systems: GEOSS）とは、複数の観測シス

テム（人工衛星や地上観測など多様な観測システ

ム）を連携した包括的な地球観測システムのこと

で、地球観測のデータや情報を活用した意志決定

支援ツールを幅広いユーザーに提供することを目

指している。GEOSS 構築のための取り組みを調

整する各国政府および国際機関のボランタリーな

パートナーシップの組織として、地球観測に関す

る政府間会合（Group on Earth Observations: GEO）

がある。三回の地球観測サミットの開催を経て

GEOSS10 年 実 施 計 画（2005 ～ 2015 年 の GEOSS

に関しての意図、実施方針、および制度を規定す

るもの）が承認され、2005 年に GEO は設立され

た。GEO へは 2013 年 2 月時点で、89 か国と欧州

委員会および 67 の国際機関が参加している。2007

年以降、アジア太平洋（Asia Pacific: AP）地域での

GEOSS 推進に向けた意見交換のために、GEOSS 

AP シンポジウムが第 1 回は 2007 年 1 月（地球環

境研究センターニュース 2007 年 4 月号参照）、第

2 回は 2008 年 4 月（同 2008 年 7 月号参照）、第 3

回は 2009 年 2 月（同 2009 年 4 月号参照）、第 4 回

は 2010 年 3 月（同 2010 年 6 月号参照）、第 5 回は

2012 年 4 月（同 2012 年 5 月号参照）に開催された。

2. 全体の概要
　第 6 回 GEOSS AP シンポジウムは、2013 年 2 月

25 日～ 27 日の 3 日間、インドのアフマダーバード

にて、GEO 事務局、インド宇宙研究機関（Indian 

Space Research Organization: ISRO）および日本政府

の主催で開催された。今年のテーマは「地球観測

システムのためのアジア太平洋地域連携強化」で、

19 か国から約 200 名が参加し、全体会合、分科会、

パネルディスカッションが行われた。

　1 日目の全体会合では、まず、ホスト ISRO の

Radhakrishnan 氏の基調講演、Ryan 事務局長による

GEO の活動が報告された。引き続いてのデータシェ

アリングのセッションでは、インド、バングラデ

シュ、日本、国際総合山岳開発センター（International 

Centre for Integrated Mountain Development: ICIMOD）

の観測データの公開について、これまでの経緯、

現状と今後の進め方について紹介があった。2 日

目は、五つの分科会「アジア水循環イニシアチ

ブ（Asian Water Cycle Initiative: AWCI）」「農業と食

写真 1　会議 2 日目、アジア太平洋地域の森林関係担

当者が集まった FCT 分科会の様子写真 1　会議の初日に行われた全体会の様子

http://www.cger.nies.go.jp/publications/news/vol18/vol18-1.pdf
http://www.cger.nies.go.jp/publications/news/vol19/vol19-4.pdf
http://www.cger.nies.go.jp/publications/news/vol20/vol20-1.pdf
http://www.cger.nies.go.jp/publications/news/vol21/vol21-3.pdf
http://www.cger.nies.go.jp/publications/news/vol23/201205.pdf
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料安全保障（Agriculture and Food Security）」「森林

炭素観測（Forest Carbon Tracking: FCT）」「アジア

太平洋生物多様性観測網（Asia-Pacific Biodiversity 

Observation Network: AP-BON）」「海洋観測と社会

（Ocean Observation and Society）」に分かれての議論

が行われた。筆者は FCT 分科会に参加したので、

次に紹介する。3 日目は、各分科会での議論の結果

報告と、各分科会の今後の連携の進め方について

パネルディスカッションが行われた。

3. FCT分科会
　はじめに、共同議長である宇宙航空研究開発機

構（Japan Aerospace Exploration Agency: JAXA） の

落合氏により、FCT と全球森林観測イニシアチ

ブ（Global Forest Observation Initiative: GFOI）、 地

球観測衛星委員会（Committee on Earth Observation 

Satellites: CEOS）についての概要と現状説明があっ

た。次に、森林総合研究所の平田氏が、森林総

研 REDD （Reduced Emissions from Deforestation and 

forest Degradation: 途上国における森林減少・劣化

からの排出の削減）研究開発センターにおける取

り組みとして、REDD+（REDD に森林管理・保全

を含めて排出削減を実現するという考え方） のた

めの衛星データと地上調査に基づく森林炭素量の

推定、および主要な知識や技術をまとめた技術解

説書出版などの活動を紹介した。国立環境研究所

の三枝からは、アジアにおける長期地上観測ネッ

トワーク、そこで収集される観測データと衛星デー

タやモデルを統合した広域炭素収支評価手法の研

究、そしてこのような研究を前進させるために必

要な分野間連携の取り組みについて報告があった。

ISRO の Dadhwal 氏からは、インドの国家炭素プロ

ジェクト（National Carbon Project）として、衛星デー

タによる国の地上バイオマスの把握、土壌の炭素

貯留量調査、複数地点でのフラックス観測タワー

のデータとモデルや衛星データを利用したインド

全土の炭素収支評価の取り組みなどが紹介され、

インドにおける FCT 活動の最近の急速な発展を印

象付けた。

　 各 国 の FCT へ の 取 り 組 み の 紹 介 は さ ら に 続

き、 イ ン ド ネ シ ア 航 空 宇 宙 研 究 所（Lembaga 

Penerbangan dan Antariksa Nasional: LAPAN） の

Roswintiarti 氏 か ら は、 国 家 炭 素 評 価 シ ス テ ム

（Indonesia's National Carbon Accounting System: 

INCAS）として衛星データを利用した土地被覆変

化のモニタリングの進捗状況が報告された。また、

ネパール森林資源評価（Forest Resource Assessment, 

Nepal）の Dhakal 氏から、衛星データを利用して地

上バイオマスを森林の種類ごとに推定し、地上デー

タとの比較を行った結果が報告され、結果の問題

点を解決するために地理的に近いインド側から前

向きに技術協力するという提案が示された。

　最後に、今後の FCT の課題について話し合われ

た。REDD+ への取り組みに関しては数々の技術的

　インドで最も有名な方の一人がモハンダス・ガンジーさん。紙幣もすべて彼
の肖像画。インド愛国主義者で、イギリスからインドの非暴力独立運動を指揮
しただけではなく、思想的にも影響力が強い。会議が行われたアフマダーバー
ドは彼の活動拠点として知られている。地球環境の研究・モニタリング・保
全に取り組んでいくにあたり、彼が残した名言を一つご紹介。 “Earth provides 

enough to satisfy every man's need, but not every man's greed.”（地球は、すべての
人の必要を充足せしめても、彼らの欲を満たしきることはできない。）

                      （地球環境研究センター 陸域モニタリング推進室　
高度技能専門員　　田中 佐和子）

インドより

アフマダーバードのガンジー博

物館内にあるガンジーさん像
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課題の解決について議論が行われ、地球観測衛星

に搭載されている各種センサーと地上観測を組み

合わせてデータの空白域をできる限り埋めること、

衛星データと地上データの質を保証するガイドラ

インの作成を進めること、生物多様性や水循環分

野との連携により重点的に観測を行う地点（地域）

を設けること、情報共有とキャパシティービルディ

ングのためのポータルサイトを整備すること、ア

ジア太平洋域の他の国の参加も促していくことな

ど活発な意見が出た。

4. おわりに
　最終日に行われた各分科会の連携についてのパ

ネルディスカッションでは、まず、各分科会がど

のようにお互い関連しているか紹介され、今後連

携を促進していくため、データの需要と供給につ

いて具体例を挙げて議論が進められ、大変ではあ

るけれども、さらに分科会間での連携・データ共

有を進めていきましょうということで会議が締め

くくられた。

最近の研究成果
地球環境研究センター職員および地球温暖化研究プログラムメンバーによる
最近の研究成果を紹介します。　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　

　施肥形態の違いが日本の草地の炭素収支ならび

に温室効果ガス収支に与える影響の違いを調べ

た。化学肥料のみを施肥した場合、草地は炭素の

放出源となったが、堆肥と補助的に化学肥料を施

肥した場合は炭素の吸収源となった。堆肥の施肥

は炭素吸収量を増加させる一方で、亜酸化窒素の

放出量を増加させた。しかし、地球温暖化係数を

用いて温室効果ガス収支を評価したところ、亜酸

化窒素放出量の増加を考慮しても堆肥の施肥は温

室効果ガスの放出を緩和する働きがあることがわ

かった。日本の草地を炭素吸収源および温室効果

ガスの吸収源とするには目安としてそれぞれ最低

2.5tCha-1、3.5tCha-1 の堆肥投入が必要であることが

わかった。

＊本論文は筆頭著者（平田）が農業環境技術研究

所で行った研究をまとめたものであり、農林水産

省委託プロジェクト研究「気候変動に対応した循

環型食料生産等の確立のための技術開発」の支援

を受けた。

【本研究の論文情報】
タイトル：Carbon dioxide exchange at four intensively 

managed grassland sites across different climate zones 

of Japan and the influence of manure application on 

ecosystem carbon and greenhouse gas budgets

著 者：Hirata R., Miyata A., Mano M., Shimizu M., 

Arita T., Kouda Y., Matsuura S., Niimi M., Saigusa T., 

Mori A., Hojito M., Kawamura O., Hatano R.

掲載誌：Agr. Forest. Meteorol., 177 (2013), 57-68

施肥形態の違いが日本の草地における炭素収支や
温室効果ガス収支に与える影響

地球環境研究センター陸域モニタリング推進室　特別研究員　　平田 竜一



－ 6 － － 7 －

地球環境研究センターニュース　Vol.24　No.2（2013年5月）

１. はじめに（気候変動リスク情報創生プログラムとは）
　「気候変動リスク情報創生プログラム」は、数多くの

気候変動予測研究の成果を実現した「21 世紀気候変

動予測革新プログラム（平成 19 年度～ 23 年度）」を

発展的に継承し、気候変動予測の高度化とともに、気

候変動によって生じる多様なリスクの管理に必要となる

基盤的情報の創出を目的としています。プログラムの

期間は 5 年となっています。

　具体的には、地球シミュレータ等のスーパーコン

ピュータを活用し、今後数年～数十年（近未来）で直

面する地球環境変動の予測と診断、温室効果ガス排出

シナリオ研究と連携した長期気候変動予測、気候変動

の確率的予測技術の開発および精密な影響評価技術

の開発等のテーマについて、有機的な連携による実施

体制のもとで研究開発を進めています。

2. シンポジウムの概要
　平成 24 年度公開シンポジウムでは、プログラムの初

年度として、気候変動リスクに関する話題が取り上げら

れました。具体的には、今後避けられない地球温暖化

が及ぼす悪影響の回避手段として注目されている気候

工学（ジオエンジニアリング）に関する数値実験技術

開発の取組、気候の安定化目標と二酸化炭素排出シナ

リオの検討、地球温暖化・海洋酸性化の海洋生態系へ

の影響等です。海洋生態系への影響に関しては、当研

究所の山野博哉室長（当時主任研究員）が共同で講演

を行いました。

　日時：平成25年2月27日（水）　13:30～16:50

　場所：国連ウ・タント国際会議場

　1 件目の講演は、『地球を冷やすシミュレーション －

「気候人工制御」の現実性検討－』と題し、海洋研究

開発機構地球環境変動領域気候変動リスク情報創生

プロジェクトチームの河宮未知生プロジェクトマネー

ジャーが、成層圏に微粒子を散布することで太陽光を

反射させる技術や、海洋に鉄を散布することでプラン

クトンの光合成を促進して二酸化炭素（CO2）吸収量

を増やす技術に関する最新の研究成果を紹介しまし

た。数値シミュレーション実験では、上空への微粒子

散布は地球の平均気温は下げるものの、地域により気

温や降水量変化は場所によって異なることや、対策を

止めた場合にはリバウンドが大きいという懸念もあるこ

とが報告されました。また、プランクトンの光合成促進

による海洋の CO2 吸収効果は、光合成を行ったプラン

クトンがどの程度海底に沈降するかなどの非常に複雑

なプロセスと関係するため、現時点では不確実性が大

きいことなどが報告されました。

　2 件目の講演は、『将来の気候シナリオと地球温暖化

対策の考え方』と題し、電力中央研究所 環境科学研

究所大気・海洋環境領域 筒井純一上席研究員が、産

業革命前からの温度上昇を世界平均で 2℃以下に安定

化する目標の達成には、CO2 等の排出量の大幅削減が

必要であり、社会経済の観点から大変厳しいことを踏

まえ、CO2 排出量と温度上昇の関係に基づいて、2℃目

標を柔軟に考える手掛かりを説明し、実現可能な削減

シナリオの例を提示しました。このシナリオは現実的な

選択肢であるものの、前提となる気候科学の知見には、

依然多くの不確実性が含まれます。近い将来の温度上

昇に対するリスク管理も含めた適応策の役割について

は、今後の気候変動リスク情報創生プログラムにおい

て、有用な成果が期待できると報告されました。

　3 件目の講演は、『地球温暖化・海洋酸性化が日本

沿岸の海洋生態系に及ぼす影響』と題し、北海道大学

大学院地球環境科学研究院の山中康裕教授、国立環

境研究所生物・生態系環境研究センターの山野博哉主

任研究員により行われました。

　山中教授は、CO2 濃度上昇による海洋酸性化による

脅威を紹介し、気候変動リスク情報創生プログラムで

は北海道大学、国立環境研究所等による共同研究によ

気候変動リスク情報創生プログラム
平成 24 年度公開シンポジウムの結果について（報告）

　　　　　　　　　　国立環境研究所　理事長　　住 明正

　　　　　　　　　　社会環境システム研究センター　持続可能社会システム研究室長　　亀山 康子
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り、海水温の上昇と海洋の酸性化の複合影響のシナリ

オ依存性を評価することを紹介しました。なりゆきシナ

リオの下では 100 年後日本近海のサンゴは全滅する可

能性があるとの試算がある一方で、低炭素シナリオで

は海水温上昇によるサンゴ白化や海洋酸性化が抑制さ

れるとの試算が示されました。山野主任研究員は海水

温上昇とサンゴの白化についての具体例を紹介し、サ

ンゴ群集の分布は、年間最大 14km で北上しており、

地球温暖化による水温上昇に伴う生物生息域の北上速

度としては最も速いと報告しました。さらに、藻類の分

布北上なども含め、海洋生物の分布が変化しつつあり、

北では亜熱帯性生物の進出が、南ではサンゴの白化が

進んでいることを示しました。これらが将来予測する

上での基礎データになります。今後は、生物分布デー

タベースの拡充と気候変動予測との連携が重要になり、

これらが生物多様性の危機の評価・予測、保全への課

題になることを示唆しました。

3. おわりに
　気候変動リスク情報創生プログラムは、今年度で 2

年目を迎えるプログラムですが、研究の内容が具体的

かつ包括的であり、今後の研究成果が地球温暖化への

対応に係る政策立案や適応策立案等に資する科学的

根拠となることを期待します。
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1.はじめに
　季節外れの暖かさに春を感じる東京からのフラ

イトであったものの、バンコク空港でタラップを

降り立った瞬間の、体が膨張するような感じの暑

さは、まさに真夏である。当初、このグローバルカー

ボンプロジェクト（GCP）国際ワークショップは、

一昨年にバンコクでの開催を予定したものであっ

たが、大洪水のため延期となり、また、GCP つく

ば国際オフィス代表のソバカル・ダカールがアジ

ア工科大学（AIT）の准教授に着任するという展

開もあった。折しも、GCP が所属していた地球シ

ステム科学パートナーシップ（ESSP）が解体し、

Future Earth という新たな国際プログラムへの模様

替えを模索している中、主に炭素管理に取り組ん

できた GCP を、新たな社会のニーズにマッチした

形でどのように方向付けるかについての議論が必

要である。そこで、今回の会議は、今後の 10 年間

の新たな GCP の研究方向を議論することをテーマ

として、ワークショップ形式で開催した。

　地球温暖化の影響が徐々に顕在化し始めている

昨今、気候変動を産業革命以前の水準から 2℃以

内に抑える継続的な緩和努力と、4℃以上の変動へ

の適応という、二層（dual）のアプローチが不可欠

になっている。このため、持続可能な都市システ

ムの実現にむけて、都市域の「内部」および「外

部」における温室効果ガスの削減と、水害、熱波

などの気候変動リスクへの適応を考える必要があ

る。また、この考えをさらに一歩進めて、温暖化

リスクに限らず各種の災害リスクを総合的に考え

て、被害の最小化や、災害からの回復力の強化を

考えるレジリエンス（Resilience）が重要となって

きている。特に、総合的なリスク管理の視点から

都市のレジリエンスを考えることが、特に東日本

大震災以降、喫緊の論点となっている。

　国立環境研究所（NIES）に国際オフィスを設

置している GCP では、このような緩和と適応を

両立しながら都市を発展させてゆくアプローチ

を「Climate Compatible urban development（ 以 下、

CCUD）」（気候と調和した都市の発展）と名付け

た。緩和・適応を考慮した統一的視点の重要性は、

都市気候変動研究ネットワーク（UCCRN）がまと

めた『the First Assessment Report on  Climate Change 

and Cities（ARC3）』においても強く認識されており、

フレームワークの整理・高度化や、評価システム

の開発が主な研究課題となっている。このような

背景の下、本 GCP 国際ワークショップ「気候変動

対策に適した都市発展―都市の評価フレームワー

クの構築に向けて」は、GCP つくば国際オフィス、

AIT、NIES の共催で、第一線の研究者を交えつつ、

次の三点をキーポイントに CCUD に関するブレイ

ンストーミングを行った。①フレームとしての構

成要素、スコープ、空間・時間次元、②定性的・

定量的評価指標、③将来シナリオ。

2.ワークショップの概要
　ワークショップは、2013 年 3 月 12-13 日、タイ

のバンコク（Novotel Hotel on Siam Square）で行わ

地球温暖化への緩和・適応とレジリエンスを考えた都市発展は可能か：
GCP国際ワークショップ報告

　　　　　　　　　　地球環境研究センター　主席研究員　　山形 与志樹
　　　　　　　　　　地球環境研究センター　特別研究員　　瀬 谷   創

写真1　参会者集合写真
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れた。参加人数は 23 人（アメリカ 2 名、インド 2 名、

オーストラリア 3 名、オーストリア 3 名、日本 5 名、

タイ 8 名）である。

　ワークショップは、1.5 日の日程であり、1 日目

の前半は、CCUD に関連して、参加者による 8 件

の報告が行われた。

　そこでの議論を踏まえ、1 日目の後半、2 日目の

前半では、参加者を 10 名強の 2 グループに分け、

前者の日程では①と②、後者では③に関して、そ

れぞれグループ内でブレインストーミングを行い、

後に全員で結果について再度議論した。

　①については、緩和・適応・発展の 3 軸とシナジー

とトレードオフを考慮すること、組織・領域の枠

を越えた共通のゴールの設定、動的かつ柔軟な適

応策、適応能力（adaptive capacity）の閾値、ソーシャ

ルキャピタル等の社会・文化的側面などが重要な

点として指摘された。

　②については、CCUD の具体的な評価手法とし

て、GDP のような経済指標だけでなく、持続可能

性指標を活用することの重要性が指摘され、また

具体的な評価手法として、ステークホルダーを特

定化し、効果を定性的・定量的に示すマトリック

ス・アプローチや、ケーススタディ・アプローチ

の有用性などが指摘された。ケーススタディ・ア

プローチについては、対象地の設定のための、都

市の分類等のマクロな視点を考慮することの重要

性が指摘された。マクロな視点でのグローバルシ

ナリオのダウンスケーリングによるトップダウン

アプローチと、ミクロな視点での住民参加型のボ

トムアップアプローチの連結の重要性は、CCUD

にも当てはまる、古くて新しい課題であろう。

　③については、現実的な対象年度として 2030 年

が考えられること、シナリオ作成のための、住民

参加型のプランニングの重要性、空間を明示した

シナリオの重要性等が指摘された。

　多様な国、多様な分野の研究者が一堂に会した

このワークショップでは、水、食料、エネルギー、

環境問題、社会文化的問題、政策的問題、経済的

問題など分野も多岐にわたり、都市による違いを

考慮したタイポロジーアプローチの重要性や、都

市間で共通の問題について議論が行われた。本ワー

クショップで構築されたネットワークを通じて提

案、研究が行われることが期待される。

3.サイドワークショップ：気候と調和した都市の
発展とレジリエンス
　2 日目の後半は、「気候と調和した都市の発展

とレジリエンス（Linking Climate Compatible Urban 

Development to Resilience）」というタイトルで、筆

者らが半日のサイドワークショップをモデレート

するかたちで、オーストラリア・オーストリア・

日本の研究者より、9 件の発表と、本課題に関する

国際共同研究の提案に関する議論を実施した。

　今後の都市発展シナリオの検討では、気候変動

1）Chal lenges  of  c l imate  compat ib le  urban 

development: Towards assessment and scenario 

framework（Dr. Shobhakar Dhakal, アジア工科大

学）

2）Building sustainable and resilient cities: A 

social-ecological-infrastructural systems（SEIS）

framework（Professor Anu Ramaswami, ミネソタ

大学）

3）Opportunities and barriers to an integrated 

approach to climate compatible urban development: 

an adaptation perspective（Professor Darryn 

McEvoy, ロイヤルメルボルン工科大学）

4）Scenario framework for mitigation and adaptation 

challenges and opportunities of urban development

（Professor PR Shukla, CEPT 大学）

5）Second assessment report on cities and climate 

change（ARC2）and needs for an assessment 

framework and indicators for mitigation, adaptation 

and urban development（Dr. David C Major, コロ

ンビア大学）

6）Vulnerability and adaptation of coastal cities in 

Southeast Asia（Dr. Vilas Nitivattananon, アジア工

科大学）

7）Cities and adaptation challenges and responses, 

framework and indicators for BANGKOK（Dr. 

Wijitbusaba Ann Marome, タンマサート大学）

8）Mitigation and/or adaptation challenges of Tokyo 

for different urban forms（Dr. Yoshiki Yamagata, 国

立環境研究所）
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の諸側面を考慮しながら、レジリエンスを効率的

に達成していくための理論構築や方法論の整備が

ますます重要になると考える。そのため、本ワー

クショップでは、環境・文化が大きく異なる 3 か

国の研究者が、それぞれ関連した最新の研究知見

を報告し、本トピックに関するブレインストーミ

ングを行った。

　前半では特に、土地利用や生態系のモデリング

に関連した研究が報告され、後半は、より社会的

側面を考慮したアプローチの可能性や具体的な方

法論について議論が行われた。われわれの研究チー

ムからは、土地利用モデル（瀬谷）、緩和・適応シ

ナリオ（中道）、エネルギー利用の見える化（松井）

について発表した。これらのモデルへの参加者の

テストサイトである都市への応用可能性について

具体的に議論を実施することができ、国際共同研

究に発展するネットワークの構築という意味でも、

非常に有意義なワークショップであったと考えて

いる。

　なお、本ワークショップに関する詳細なレポー

トについては、後日に下記の GCP ウェブサイト

から公開される予定である。（http://www.gcp-urcm.

org/）

1）Reconceptualising peri-urbanisation（Dr. Andrew 

Millington, フリンダース大学）

2）Toward a land-use change scenario model for 

Adelaide（Dr. Simon Benger, フリンダース大学）

3）Urban ecosystem management（Dr. Florian 

Kraxner, 国際応用システム分析研究所）

4）Urban growth strategies under uncertainty（Dr. 

Sabine Fuss, 国際応用システム分析研究所）

5）Spatially explicit urban land-use model for 

managing climate risk（Dr. Hajime Seya, 国立環境

研究所）

6）Evaluation of climate change mitigation and 

adaptation approach under land-use change 

scenarios in terms of effect on direct/indirect CO2 

emission reduction（Dr. Kumiko Nakamichi, 東京

工業大学）

7）Modeling urban emergencies: Behavioral aspects

（Dr. Thomas Brudermann, グラーツ大学）

8）Electricity information Web-based visualization 

towards human behavior change for energy 

conservation（Ms. Kanae Matsui, 国立環境研究所）

9）Sustainabil i ty at  the neighborhood scale: 

Assessment tools and the pursuit of sustainability

（Mr. Ayyoob Sharifi, 名古屋大学）

http://www.gcp-urcm.org/
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地球温暖化観測に関する専門的事項を検討するワーキンググループの活動について

1. 背景
　地球温暖化観測に関わる府省や研究機関、大学

等が連携して、統合された地球温暖化観測システ

ムの構築に向けた取り組みを行うために、地球観

測連携拠点（温暖化分野）（以下、連携拠点）（注 1）

が平成 18 年に設立されました。地球温暖化観測推

進事務局（以下、事務局）は、連携拠点の活動支

援を目的として、環境省ならびに気象庁によって

設立され、国立環境研究所の地球環境研究センター

を活動拠点としています。事務局では、地球温暖

化観測に関する専門的な事項を検討するために、

専門家によるワーキンググループ（以下、WG）を

設置し、会合の運営や報告の取りまとめ等を行っ

ています。今回は、その WG の活動について紹介

します。

2. 地球温暖化観測推進WG

　平成 18 年度から 21 年度に設置された「地球温

暖化観測推進 WG」では、さまざまな分野におけ

る観測の現状とニーズを取りまとめ、2 冊の WG

報告書（注 2）を刊行しました。その中で取り上

げられた、観測データの標準化および流通の促進、

という重要な課題に取り組むために、現在では以

下二つの WG（注 3）が設置されています。

3. 温室効果ガス（Greenhouse Gases: GHG）観測デー
タ標準化WG

　この WG は、GHG の濃度を測る際のスケール

（物差し）となる標準ガスについて、その濃度の

精度を高め、GHG 観測データの標準化と流通の促

進を図ることを目的として設置されています（地

球環境研究センターニュース 2011 年 6 月号参照）。

国際的には、世界気象機関（World Meteorological 

Organization:WMO）の主導により、各国の主要な

GHG の観測機関間で標準ガスを巡回させ、基準の

統一を図るためのラウンドロビンという比較実験

が行われており、日本からは気象庁が参加してい

ます。一方、この WG では、国内で GHG の濃度

を測定している主要な機関、また、国際単位系に

トレーサブルな標準ガスの開発を行っている（計

量）標準機関との間で、より広範囲の濃度の標準

ガスについて、各機関が保有するスケールの相互

比較を行う計画を立てました。この比較実験は、

iceGGO(InterComparison Experiments for Greenhouse 

Gases Observation) と名付けられ、平成 24 年度に

開始されました。平成 24 年度には、気象庁、気象

庁気象研究所、東北大学、国立極地研究所、産業

技術総合研究所、国立環境研究所の関係者により、

メタンおよび二酸化炭素の標準ガスの比較実験が

行われました。iceGGO は、標準機関の産業技術総

合研究所の参加により、国内で初めての観測機関

と標準機関間の標準ガスの比較実験となりました。

今回の実験から明らかとなった、標準機関の計測

標準値と各スケールの関係性や、同位体の測定値

に及ぼす効果などの課題に取り組むため、今後も

iceGGO を実施し、検討を進めていく予定です。

4. 放射観測機器の較正に関するWG

　太陽放射観測はさまざまなところで行われてお

り、また、観測や研究の目的によって、多様な観測

機器が利用されています。観測機器の精度を保つ

ためには、全天日射計については検定制度を、直達

日射計および日照計については委託検定制度を利

用することができますが、それ以外の、分光放射計

や光量子計等の放射観測機器については、検定制

度や一般的な較正方法がないのが現状です。この

WG では、まずは国内のどのようなところで、どの

ような放射観測が行われているか、また、放射観

測機器に関し、どのような問題点を抱えているかを

把握するために、放射観測機器を利用して気象観

測、農業気象観測、生態学分野の観測を行ってい

る機関を対象にアンケート調査を行いました。さら

http://www.cger.nies.go.jp/publications/news/vol22/vol22-3.pdf


－ 12 － － 13 －

地球環境研究センターニュース　Vol.24　No.2（2013年5月）

に、平成 24 年 11 月には、「太陽放射エネルギーの

観測と利用」と題した連携拠点主催のワークショッ

プ（注 4）を開催し、総合討論等も踏まえ、太陽放

射エネルギーの観測と利用における、連携に関す

る課題や取り組みを取りまとめました。地球温暖化

分野の観測にとって、太陽放射エネルギーを正確

に測定することはとても重要です。アンケート調査

の結果やワークショップの取りまとめを基に、放射

観測機器の課題や較正方法の統一に向けた取り組

みについて、今後も WG で話し合う予定です。

（注 1）地球観測連携拠点組織図

　http://occco.nies.go.jp/renkei/about.html

（注 2）WG 報告書参照先

　http://occco.nies.go.jp/pub.html

（注 3）WG メンバー参照先

　http://occco.nies.go.jp/renkei/about.html

（注 4）平成 24 年度の連携拠点ワークショップ

　http://occco.nies.go.jp/121115ws/index.html

最近の研究成果
地球環境研究センター職員および地球温暖化研究プログラムメンバーによる
最近の研究成果を紹介します。　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　

　衛星に搭載されたレーザ高度計により森林の鉛

直構造に関する情報が得られるため、樹冠高や地

上のバイオマスの計測に使われる。しかし樹冠高

の推測には異なる手法による精度の違いや誤差

の評価に注意を要する。私たちの研究では北海

道の苫小牧と釧路の森林において、NASA の衛星

ICESat（注 1）に搭載されたレーザ高度計（GLAS）

を利用して複数の方法を比較し、さらに精度に影

響を与えるいくつかの要素を評価した。その結果、

地表面の勾配が推測の精度に大きな影響を及ぼす

ことが確認されたため、勾配に応じて異なる推測

式を利用することを提案した。この方法を使うと、

平均 2.8m の精度で樹冠高を推測できることが確認

された。

--------------------------------------------------------------------
（注 1）氷、雲、標高を計測する NASA の地球観測衛

星（Ice, Cloud, and land Elevation Satellite: ICESat）

【本研究の論文情報】
タイトル：Forest canopy height estimation using ICESat/

GLAS data and error factor analysis in Hokkaido, Japan

著者：Hayashi M., Saigusa N., Oguma H., Yamagata Y.

掲 載 誌：ISPRS Journal of Photogrammetry and 

Remote Sensing, 81 (2013), 12-18

ICESat 衛星に搭載されたレーザ高度計 (GLAS) を利用し、
北海道の森林の樹冠高の推定と誤差の解析に成功

地球環境研究センター陸域モニタリング推進室　高度技能専門員　　林 真智

図　地表面の勾配と樹冠高の推測誤差との関係
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http://occco.nies.go.jp/renkei/about.html
http://occco.nies.go.jp/pub.html
http://occco.nies.go.jp/renkei/about.html
http://occco.nies.go.jp/121115ws/index.html
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アクセスランキング

　　　　　　　　　　2012年 11月～ 2013年 4月累計

　　　　　　　　　　2012年 8月～ 2013年 1月累計、2011年 8月号以降の記事
順位 タイトル 執筆者等 掲載号

　１ 長期観測を支える主人公―測器と観測法の紹介―（2）：
透明人間！であるガスを測定する方法―NDIR：二酸化
炭素の場合― その 1

地球環境研究センター 
副センター長 向井人史 2012 年 7 月号

　２

気候変動と食料生産の将来予測に向けて
地球環境研究センター 気候
変動リスク評価研究室 研究
員 横畠徳太

2012 年 4 月号

　３ 四季折々－波照間－　時間の波の中で （財）地球・人間環境フォー
ラム 調査研究主任 織田伸和

2013 年 3 月号

　４

全国環境研協議会・酸性雨広域大気汚染調査研究部会
北海道立総合研究機構 環境
科学研究センター （酸性雨広
域大気汚染調査研究部会委
員）野口泉

2012 年 6 月号

　５ 2013 年以降の対策・施策に関する報告書（１）エネルギー
の選択肢づくりに関する私見－中央環境審議会地球環境
部会 2013 年以降の対策・施策に関する検討小委員会の
議論に参加して－

社会環境システム研究セン
ター 持続可能社会システム
研究室 主任研究員 藤野純一

2012 年 7 月号

　６ 長期観測を支える主人公―測器と観測法の紹介―（2）：
透明人間！であるガスを測定する方法―NDIR：二酸化
炭素の場合― その 2

地球環境研究センター 
副センター長 向井人史 2012 年 8 月号

　７ 環境研究総合推進費の研究紹介（11）: 植生改変とエア
ロゾル増加がアジアモンスーン気候を変えている？ 環
境研究総合推進費 A-0902「植生改変・エアロゾル複合
効果がアジアの気候に及ぼす影響」

名古屋大学地球水循環研究セ
ンター 特任教授 安成哲三 2012 年 7 月号

　８ 平成 24 年度国立環境研究所夏の大公開「ココが知りた
い地球温暖化」講演会概要 (1) 地球温暖化はどれくらい

「怖い」か？（講師：江守正多）
文責：編集局 2012 年 9 月号

　９

いよいよ導入される温暖化対策税
社会環境システム研究セン
ター 統合評価モデリング研
究室長 増井利彦

2012 年 10 月号

１０

Planet Under Pressure 会議報告－地球環境研究の新しい
枠組み Future Earth に向けて－

地球環境研究センター 陸域
モニタリング推進室長 三枝
信子・地球環境研究センター 
気候変動リスク評価研究室長 
江守正多

2012 年 6 月号

http://www.cger.nies.go.jp/cgernews/201207/260005.html
http://www.cger.nies.go.jp/cgernews/201204/257001.html
http://www.cger.nies.go.jp/cgernews/201303/268008.html
http://www.cger.nies.go.jp/cgernews/201206/259001.html
http://www.cger.nies.go.jp/cgernews/201207/260002.html
http://www.cger.nies.go.jp/cgernews/201208/261006.html
http://www.cger.nies.go.jp/cgernews/201207/260004.html
http://www.cger.nies.go.jp/cgernews/201209/262005.html
http://www.cger.nies.go.jp/cgernews/201210/263001.html
http://www.cger.nies.go.jp/cgernews/201206/259005.html
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